
 

 

 

 

 

登 録 番 号 ４５９ 

登 録 日 平成３０年８月１日 

名 称 日本郵便株式会社 九州支社 鹿児島県本部 

代表者職名・氏名 鹿児島県本部長 小山 千浩 

所 在 地 〒８９０－８７９４ 

鹿児島市武１－８－８ 

電 話 ０９９－２５１－６６０４ 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ ｱﾄﾞﾚｽ http://www.post.japanpost.jp 

業 種 複合サービス業 

業 務 概 要 郵便業務，銀行窓口業務，保険窓口業務，印紙の売りさばき，地方公共団体か

らの受託業務，前記以外の銀行業，生命保険業及び損害保険業の代理業務，国

内・国際物流業，ロジスティクス事業，不動産業，物販業など 

行 動 計 画 期 間 平成３０年４月１日 ～ 平成３３年３月３１日 

行 動 計 画 の 

主 な 内 容 
目標１）育児休業等の取得状況を次の水準以上にする 

    女性社員 … 取得率 90％以上 

    男性社員 … 取得率 30％以上（配偶者出産休暇含む） 

〈対策〉 

・平成 30 年４月～ 

・特に男性社員については，育児休業取得の推進に関する周知・啓発を実施。 

・特に男性社員については，対象社員を把握した場合，制度の周知や上司か

らの声掛け等を実施。 

・育児休業を取得しやすい職場環境作りのため，管理社員向けの意識啓発ブ

ックを配付。 

目標２）育児休業から早期に職場復帰し，働き続けるキャリアイメージの形

成を支援する各種取組を実施する 

〈対策〉 

・平成 30 年４月～  

 ・早期復帰のメリットに気づきを与え，固定的な性別役割分担意識の是正の 

ための意識啓発を実施。 

・Letter for Benefit（総合的福利厚生代行システム）の育児に係る福利厚 

生サービス，WLB 情報サイトの周知を図る。 

・育児休業からの職場復帰セミナー（配偶者同伴）を実施。 

目標３）働き方改革を推進し，仕事と生活の両立を実現するための各種施策

を実施 

〈対策〉 

・平成 30 年４月～  

・生産性を上げつつ，総労働時間を縮減するための各種施策を展開。 

・テレワーク及び勤務間インターバルを導入するための検討を実施し，実現 

する。 

 ・年次有給休暇の取得促進のため，管理者に対する啓発を継続実施し，正社 



 

員だけでなく期間雇用社員等についても年休取得しやすい環境を整備。 

目標４）子育て活動（教育）への貢献 

〈対策〉 

・平成 30 年４月～  

・郵便局見学を実施。 

・小中学校及び高等学校を対象に，「手紙の書き方体験事業」の施策を実施。 

こんな両立支援に 

取り組んでいます 

 


